株主総会監査チェックリスト　第××期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　××××年××月

・株主総会は会社法に規定している事項及び定款で定めた事項に限って株主総会で決議する。（法296-2）
・（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）当社定款　その他N弁護士コラム参照のこと
定款第14条　当会社は、株主総会の招集に関し、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に記載又は表示をすべき事項に係る情報を、
法務省令に定めるところに従いインターネットを利用する方法で開示することにより、株主に対して提供したものとみなすことができる。

	確認内容
	チェック

	総株主数
発行済み株式総数
議決権を行使することができる株主数
その議決権数
本日出席の議決権を行使することができる株主数
本日出席の議決権を行使することができる株主の議決権の数
	名 
 株 
名 
個 
名 
個 
	・普通決議（定款上）
3分の1以上出席　議決権の過半数
・特別決議（定款上）
過半数の出席　議決権の3分の2

	1)招集手続　取締役会決議
株主総会は取締役会の決議に基づき取締役が招集する
取締役会において下記の事項を決議しなければならない
ⅰ)定時株主総会の開催日が
　①前事業年度の定時株主総会の開催日と著しく離れた日である場合
　②集中日を定時株主総会開催日とする場合で、その日時を決定したことについて特に理由がある場合
ⅱ)株主総会の開催場所が、過去に開催したいずれの場所とも著しく離れた場所であるときは、その場所を決定した理由
	5/×



✓前年度××××/6/××
✓　－
✓　－

	2)株主総会における主な報告・決議（株主総会の目的である事項）
ⅰ)事業報告　報告事項
ⅱ)計算関係書類　報告事項
　①会計監査人の監査報告(無限定適正意見)が得られている
　②監査役会の会計監査人の監査を相当でないと認める意見がない
　③各監査役の意見も付記されていない
①・②・③で計算関係書類を報告
①・②・③の一つが該当する場合取締役会で承認されず株主総会での承認となる　
ⅲ)普通決議　議決権を行使することのできる株主の議決権の過半数に当たる株式を有する株主が出席しその議決権の過半数をもって決議される事項
　①剰余金の配当
　②取締役の選任
　③監査役の選任（監査役の解任は特別決議）
　④会計監査人の選任・解任
　⑤取締役・監査役の報酬等の決定
ⅳ)特別決議事項
　議決権を行使することのできる株主の議決権の過半数の株式を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって決議される
　①定款の変更
　②取締役監査役の解任
　③役員等の会社に対する損害賠償責任等の一部免除
　④新株・新株予約権の有利発行
　⑤事業の全部または重要な一部の譲渡。他の会社の事業全部の譲り受け
　⑥合併契約・吸収分割契約・新設分割計画・株式移転計画・株式交換契約の承認
　⑦株式併合
　⑧資本金額の減少
　⑨解散
ⅴ)特殊決議事項
　株式の譲渡制限を定める定款変更決議等
　議決権を行使することができる株主の半数以上で、かつその株主の議決権の3分の2以上に当たる多数の決議が必要になる
	
報告
報告
✓5/××会計監査人とのMTG議事録
✓　
✓
✓
－　

✓取締役会決議
✓　
✓
✓
✓　－



✓　－
✓　－
✓　－
✓　－
✓　－
✓　－
✓　－
✓　－
✓　－

✓　－
✓　－

	3)書面・電子投票の関する事項
ⅰ)株主が1000名以上の会社においては書面投票が義務付けられている
ⅱ)電子投票は株主総会に出席しない株主が電磁的方法によって議決権を行使する制度で書面投票または電子投票を採用することを株主総会の招集通知に記載・記録する必要がある
	
✓　
✓　あり

	4)議決権行使
ⅰ)期限の決定は取締役会で定めない場合は総会日時の直前の営業時間終了時
ⅱ)議決権行使書面に賛否がない場合の取扱い
取締役会もしくは定款・その決定を取締役に委任した場合、その通り議決権行使があったものとみなすことができる
ⅲ)電磁的方法による招集通知を承諾した株主から請求があった場合、その株主に対して議決権行使書面を交付するときはその決定を取締役に委任することができる
ⅳ)代理人による議決権の行使に関する事項
　代理権を証明するものを当社に提出する
（代理証明がない限り入場を断る）
ⅴ)議決権の不統一行使（複数の人が株主の場合）の通知の方法（理由を総会3日前までに届け出てもらう）
	
✓　総会前日19:00
✓

✓

✓


✓

	5)招集通知
①取締役会で決定した株主総会の日時、場所及び目的事項等を記載・記録し、会日の2週間前までに、議決権のある各株主に対して、発したか
②書面によるものか、電磁的方法によるものか
③直近の株主総会後に辞任した監査役、会計監査人、または法定の事由により解任された会計監査人がいる場合、株主総会の日時・場所・議案などを通知し、辞任した旨とその理由または解任について意見を述べるか否かを確認したか
	
✓　6/☓発送

✓　書面・web
なし


	6)招集通知の添付書類（定時株主総会のみ）
株主に交付・提供すべき書面
①株主総会参考書類
②議決権行使書面
③事業報告
④計算書類及び連結計算書類
⑤事業報告及び附属明細書に係る監査役会の監査報告
⑥計算書類及びその附属明細書、連結計算書類に係る監査役会の監査報告
⑦計算書類及びその附属明細書、連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
	

✓
✓
✓
✓
✓
✓
✓

	7)webによる開示
ⅰ)事業報告
　事業報告に記載すべき事項のうち下記に掲げる事項などはwebによる開示によって株主に提供したものとみなされるが、監査役が異議を述べた事項はwebによって開示することができない
①取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
②社外役員・会計監査人に関して特に記載することを求められている内容
③会社の財務及び事業の方針の決定を支配するもののあり方に関する基本方針にかかる事項の内容
ⅱ)計算書類
個別注記表、連結計算書類、及び連結計算書類にかかる会計監査人の会計監査報告、連結にかかる監査役会監査報告
ⅲ)インターネットで開示する場合、監査役は開示しようとしている事項について検討し、必要があると認めたときは異議を述べる
	招集通知チェックリストで確認済


	8)株主総会参考書類
①議案及びその提案理由
②議案について監査役が調査した結果『株主総会に報告すべき調査の結果』があるときは、その調査結果の概要
③以下の各議案について、法務省令の定めによって記載しなければならない事項
・任意で記載する事項
　ⅰ)取締役、監査役の選任に関する議案　
　ⅱ)会計監査人の選任に関する議案（監査役会が当該候補者を会計監査人の候補者とした理由）
　ⅲ)取締役、監査役の解任、会計監査人の解任・不再任に関する議案
　ⅳ)取締役、監査役の報酬等に関する議案
　ⅴ)計算関係書類の承認
　ⅵ)合併契約等の承認に関する議案
　　①吸収合併契約の承認に関する議案
　　②吸収分割契約の承認に関する議案
　　③新設合併計画の承認に関する議案
　　④新設分割計画の承認に関する議案
　　⑤株式移転計画の承認に関する議案
　　⑥事業譲渡契約の承認に関する議案
　ⅶ)株主提案にかかる事項
	招集通知チェックリストで確認済

	9)参考書類と他の書面との関係
ⅰ)参考書類に記載すべき事項のうち電磁的方法により提供する事項がある場合には、これらの事項は株主に対して提供する株主総会参考書類に記載する必要なし。しかし他の書面に記載している事項または電磁的方法により提供する事項があることを明らかにしなければならない
ⅱ)株主に対して提供する招集通知または事業報告の内容とすべき事項のうち、株主総会参考書類に記載している事項がある場合、その事項は招集通知または事業報告の内容とする必要はなし
	
✓


✓


	10)インターネットによる開示
　株主総会参考書類に記載すべき事項のうち、下記を除く事項については定款に定めることにより、インターネット開示によって株主に提供したものと見なす。
ⅰ)議案
ⅱ)事業報告の内容のうち、インターネットによる開示を認められていない下記事項を株主総会参考書類に記載することとしている場合の事項
　　①会社の現況に関する事項
　　②会社役員に関する事項
　　③株式に関する事項
　　④新株予約権に関する事項
ⅲ)株主総会参考書類の内容を開示するＨＰのアドレス
ⅳ)上記ⅱ)・ⅲ)をのぞき、株主総会参考書類の記載内容をインターネットによって開示することについて、監査役が異議を述べた事項
	



✓






異議なし

	11)議決権行使書面
　会社が書面による議決権行使を認める場合には、株主に議決権行使書面を交付しなければならない
	✓


	12)議決権行使書面に記載する事項
　①各議案についての賛否を記載する欄(棄権の欄を設ける場合は、棄権を含む)
　②賛否の記載がない場合の取扱いを定めるときの取扱内容
　③重複して議決権を異なる内容で行使した場合の取扱いを定めるときの取扱内容
　④議決権の行使期限
　⑤議決権を行使すべき株主の氏名・名称及び行使することができる議決権の数
	
✓
✓
✓
✓
✓

	13)招集通知との関係
　①賛否の記載がない場合の取扱い
　②重複して議決権を異なる内容で行使した場合の取扱い
　③議決権の行使期限について招集通知の内容とすべき事項のうち、議決権行使書面に記載している事項がある場合には、これらの事項は招集通知の内容とする必要はなし
	
✓　－
✓
✓

	14)株主総会当日
ⅰ)監査役
・受任者の義務の一つとして報告義務を負っている
・株主からの質問に対して説明義務を負っている※
・監査役は監査役の選任・解任・辞任及び監査役の報酬等について株主総会において意見を述べることができる
・辞任した元監査役は辞任後最初に招集される株主総会に出席して辞任した旨及びその理由を述べることができる
・会計監査人を解任した場合の報告義務
　会計監査人の職務上の義務違反など一定の事由があり、監査役全員の同意によって会計監査人を解任した場合、解任後最初に招集される株主総会で、会計監査人解任の事実とその理由を報告しなければならない
	

✓
✓
なし
なし
なし
なし
なし



・議決権行使については株式取扱規程により証券代行に依頼している。
当社は総会当日の重複行使についても依頼しているため証券代行のマニュアルに沿った確認を行っている。
・1000名以上の株主の場合招集通知は書面で必ず送付する。
インターネット開示になった場合には十分な理解が必要となる
・××期から取締役の任期が1年になったことから配当については取締役会決議となった。
・××年××月××日臨時取締役会において配当方針を確定している。


